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献辞

佐藤幸治先生，鈴木茂嗣先生，高田敏先生は，本年 3月末日を

もって本学を退職されることになりました。

三人の先生方には，司法制度改革の一翼を担う， 2004年の本法

科大学院の創設以来，新しい法科大学院教育の礎を築くことに，

一貫して多大な力を注いでいただきました。

本法科大学院の創設以降は，佐藤幸治先生には初代の法科大学

院長として，鈴木茂嗣先生には二代目の法科大学院長として，高

田先生には両院長のよき相談役として，希望と共に困難も多い本

法科大学院の歩みをまさしく先導していただきました。

既に研究者として，また教育者としての十分なご実績があるに

もかかわらず，新しい制度における様々な試みに果敢に取り組ま

れ，生じてくる多くの問題に誠心誠意心を傾けられるご様子は，

後続の私たちに対する何よりの教えと励ましでありました。

佐藤先生は周知の通りこのたびの司法制度改革の立役者であり，

初代院長として，また憲法担当の教授として，その理念を事ある

ごとに，身近で親しみやすい言葉とお人柄で示してくださいまし

TこO

鈴木先生は刑事訴訟法学者としての永年のご実績に加えて，本

法科大学院では，刑法をご担当され，重厚かっ実務との架橋を念

頭においた刑法学の新たな境地を示してくださいました。

高田先生は法科大学院教育においてこれまでになく重視されて

いる行政法の教授として，ライフ・ワークともいえる「法治主義」

の深甚なご研究を背景にして，綴密できめこまやかな教育のあり



かたを示してくださいました。

近畿大学法科大学院では， 三先生の御学恩に感謝し 「法科大学

院論集」の本号を記念号として編集いたしました。本号を先生方

にささげることが出来ましたのは私たちの何よりの喜びでありま

す。

なお，巻末に， 三先生のご略歴と主要著作の一覧を掲げさせて

いただきましたが，先生方の永年のご活躍については，既に多く

の場所でご紹介もあり，また，先生方のご希望もあり，簡略なも

のとさせていただいておりますことを，ここにお断り申し上げま

す。

最後になりましたが，先生方が本学を去られました後も，ます

ますご健康で，ご研究の発展にご精進なされますことを心からお

祈りいたします。

平成20年 3月

献呈者代表

小橋 馨
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佐藤幸治教授略歴

昭和12年 6月9日 新潟県に生まれる

昭和36年 3月 京都大学法学部卒業

昭和36年 4月 株式会社住友銀行入社

昭和37年 5月

昭和37年 6月

昭和39年 8月

昭和42年 7月

昭和50年 2月

昭和55年10月

昭和57年 1月

昭和57年 6月

昭和59年 6月

昭和59年 8月

昭和59年10月

昭和60年 8月

昭和61年12月

昭和63年 3月

昭和63年 4月

昭和63年 5月

昭和63年10月

同退社

京都大学法学部助手

同助教授

アメリカ合衆国へ出張(ハーバード・ロー・スクール)

(昭和44年 6月まで)

京都大学法学部教授(平成13年 3月まで)

日本公法学会理事(平成19年10月まで)

昭和57年度司法試験第二次試験考査委員(以後，平成 3

年度委員まで)

大阪府情報公開府民会議委員(昭和58年 5月まで)

大阪府青少年健全育成審議会専門委員(同年 8月まで)

神戸市情報公開制度審議会委員(昭和60年 8月まで)

大阪府公文書公開審査会委員(平成 2年 9月まで)

宇治市行政改革審議会委員(昭和63年 7月まで)

神戸市公文書公開審査会委員(平成 4年11月まで)

京都大学評議員(平成 2年 3月まで)

昭和63年度国家公務員採用 I種試験専門委員(以後，平

成14年度委員まで)

比較法学会理事(平成11年 9月まで)

京都府公文書公開審査会委員(会長) (平成 4年 9月ま

で)



平成元年 3月

平成 2年 4月

平成 2年7月

平成 2年11月

平成 3年 4月

平成4年 4月

平成4年 5月

平成4年 7月

平成 4年 9月

平成4年10月

平成 5年 4月

平成 5年11月

平成 6年 9月

平成 7年 3月

平成 7年 4月

平成 7年 9月

平成 8年 2月

平成 8年 4月

平成 8年 5月

宇治市個人情報保護審議会委員(会長) (平成11年 3月

まで)

城陽市情報公開審議会委員(会長) (平成 3年 3月まで)

京都大学法学博士

法制審議会司法試験制度部会委員(平成 3年 1月まで)

京都大学法学部長(平成 5年 3月まで)

同評議員(向上)

同 大学院法学研究科長(平成 5年 3月まで)

城陽市情報公開審査会委員〈会長) (平成12年 5月まで)

国立学校財務センター運営委員会委員(平成12年 7月ま

で)

日米法学会理事(平成10年 9月まで)

大阪府公文書公開審査会委員(平成10年 9月まで〉

宗教法人審議会委員(平成13年 3月まで)

大阪府同和対策審議会委員(平成 7年10月まで)

城陽市入札・契約事務審査委員会委員(平成 8年 9月ま

で)

外務公務員採用 I種試験委員(平成11年 8月まで〉

行政改革委員会専門委員(平成 8年12月まで)

京都大学総長特別補佐(平成 8年 4月まで)

文化功労者選考審査会委員(平成 8年 8月まで)

京都府個人情報保護審議会委員(会長) (平成12年 1月

まで)

放送大学客員教授(非常勤) (平成12年 3月まで)

大阪府個人情報保護審議会委員(会長) (平成18年 4月

まで)



平成 8年 7月 中央銀行研究会委員(同年10月まで)

平成 8年11月 行政改革会議委員(平成10年 6月まで)

平成10年 4月 宇治市情報公開審査会委員(会長)(平成11年10月まで)

平成10年 6月 中央省庁等改革推進本部顧問(平成13年 6月まで)

平成10年10月 法制審議会委員(平成16年 6月まで)

平成11年 7月 司法制度改革審議会委員(会長)(平成13年 6月まで)

平成11年 7月 宗教法人審議会会長(平成13年 3月まで)

平成11年 9月 文化功労者選考審査会委員(平成12年 8月まで)

平成13年 1月 中央教育審議会委員(平成16年 7月まで)

平成13年 3月 京都大学定年退職

平成13年 4月 京都大学名誉教授

平成13年 4月 近畿大学法学部教授(平成16年 3月まで)

平成13年 7月 内閣官房司法制度改革推進準備室顧問(同年11月まで)

平成13年 8月 経済産業省独立行政法人評価審査委員会委員(平成15年

8月まで)

平成13年 8月 大阪府人権施策推進審議会委員(平成19年 8月まで)

平成13年12月 司法制度改革推進本部顧問(顧問会議座長) (平成16年

11月まで)

平成14年 4月 21世紀 COEプログラム委員会委員(平成16年 3月まで)

平成16年 3月 法科大学院協会副理事長(理事長代行) (平成17年 3月

まで)

平成16年 4月 近畿大学法科大学院長(平成18年 3月まで)

平成16年 5月 独立行政法人大学評価・学位授与機構法科大学院認証評

価委員会委員

平成16年10月 日本公法学会理事長(平成19年10月まで)

平成17年 1月 皇室典範に関する有識者会議委員(同年11月まで)



平成17年 3月 法科大学院協会理事長

主要著作

『現代法律学講座 5 憲法J(昭和56年，青林書院新社。新版，平成 2年，青

林書院。第 3版，平成 7年)

『憲法訴訟と司法権J(昭和59年， 日本評論杜)

『現代国家と司法権J(昭和63年，有斐閣)

『国家と人間=憲法の基本問題=J(平成 9年，放送大学教育振興会)

『日本国憲法と「法の支配JJ(平成14年，有斐閣)

[憲法とその “物語"性J(平成15年，有斐閣)

著書論文その他多数



鈴木茂嗣教授略歴

昭和12年5月12日 東京市に生まれる

昭和36年 3月 京都大学法学部卒業

昭和36年 4月 京都大学法学部助手

昭和39年 1月 神戸大学法学部講師

昭和39年 7月

昭和40年10月

昭和46年10月

昭和50年 2月

昭和54年 5月

昭和55年 1月

昭和55年 3月

昭和59年 3月

昭和60年 3月

昭和63年10月

昭和63年12月

平成元年 4月

平成 4年 4月

平成 5年 4月

神戸大学法学部助教授

アメリカ合衆国・カリフォルニア大学パークレー校にて

在外研究(昭和41年10月まで)

京都大学法学部助教授

京都大学法学部教授

日本刑法学会理事(平成12年 5月まで)

司法試験第二次試験考査委員(刑事訴訟法) (昭和58年

12月まで)

京都大学法学博士

アメリカ合衆国・カリフォルニア大学パークレー校及び

ドイツ連邦共和国・アウグスブルク大学にて在外研究

(昭和60年 1月まで)

司法試験第二次試験考査委員(刑事訴訟法) (同年12月

まで)

日本学術会議刑事法学研究連絡委員会委員(平成 3年10

月まで)

法制審議会刑事法部会委員(平成12年 9月まで)

京都大学評議員(平成 3年 4月まで)

京都大学大学院法学研究科に配置換

京都大学大学院法学研究科長 ・法学部長(平成 7年 3月



平成 6年 5月

平成 9年11月

平成13年 3月

平成13年 4月

平成13年4月

平成13年 9月

平成15年 5月

平成16年 4月

平成18年 4月

主要著作

まで)

京都大学評議員(平成 7年 3月まで)

京都大学法学部附属国際法政文献資料センター長(平成

7年 3月まで)

日本刑法学会理事長(平成 9年 5月まで)

京都弁護士会懲戒委員会委員(平成13年11月まで)

京都大学定年退職

京都大学名誉教授

近畿大学法学部教授

大学評価・学位授与機構大学評価委員会専門委員(平成

15年 9月まで)

下級裁判所裁判官指名諮問委員会地域委員会委員長(平

成18年 5月まで)

近畿大学法科大学院教授

近畿大学法科大学院長

『刑事訴訟法の基本構造J(昭和54年，成文堂)

『刑事訴訟法J(昭和55年，青林書院新社。改訂版，平成 2年，青林書院)

『刑事訴訟法の基本問題J(昭和63年，成文堂)

『続 ・刑事訴訟の基本構造 ・上巻，下巻J(平成 8年，平成 9年，成文堂)

『刑法総論〔犯罪論JJ(平成13年，成文堂)

著書論文その他多数



高田敏教授略歴

昭和 5年 3月19日 兵庫県に生まれる

昭和28年 3月 京都大学法学部卒業

昭和28年 4月 京都大学大学院特別研究生(研究奨学生)

昭和31年 4月 広島大学政経学部講師

昭和36年 4月

昭和39年 8月

昭和42年 4月

昭和44年 4月

昭和46年 8月

昭和46年 9月

昭和51年 5月

昭和54年 2月

昭和54年 4月

昭和61年 4月

昭和61年 4月

昭和61年10月

昭和62年 4月

昭和62年 8月

平成元年 4月

平成 3年 4月

広島大学政経学部助教授

ドイツ連邦共和国へ出張(フンボルト財団留学生として

ハイデルベルク大学) (昭和41年 8月まで)

大阪大学法学部助教授

大阪大学大学院法学研究科担当

大阪大学法学部教授

大阪大学評議員(昭和48年 7月まで)

国立大学協会第一常置委員会専門委員 ・委員(平成 3年

1月まで)

日独法学会理事(平成10年10月まで)

大阪府収用委員会委員・会長代理(平成 3年 1月まで)

大阪大学法学部長(昭和56年 3月まで)

大阪大学大学院法学研究科長(昭和56年 3月まで)

高槻市個人情報保護審議会会長(平成11年まで)

吹田市情報公開審議会会長(現在に至る)

公法学会理事(平成 7年10月まで)

大阪府固定資産評価審議会会長(平成16年 3月まで)

大阪大学評議員(平成元年 7月まで)

西日本フンボルト会理事(平成11年 4月まで)

大阪府建築審査会会長(平成17年 3月まで)



平成4年 7月

平成 5年 3月

平成 5年 4月

平成 5年 4月

平成 6年 4月

平成 9年10月

平成10年 4月

平成16年 4月

主要著作

日独文化研究所理事(現在に至る)

大阪大学定年退職

大阪大学名誉教授

大阪国際大学法政経学部教授

大阪国際大学教務部長(平成10年 3月まで)

比較憲法学会理事(平成12年10月まで，平成11年10月か

ら12年10月まで理事長)

大阪国際大学大学院総合社会科学研究科長(平成12年 3

月まで)

近畿大学法科大学院教授

『福祉行政 ・公有財産条例J(編著) (昭和56年，学陽書房)

『法治国家の研究J(昭和57年，学位論文，京都大学)

『行政法一法治主義具体化法としての-J(編著)(平成 5年，有斐閣。改訂版，

平成 6年。増補版，平成13年)

『社会的法治国の構成一人権の変容と行政の現代化-J(平成 5年，信山社)

『ドイツ憲法集J(共編) (平成 6年，信山社。第 5版，平成19年)

『ファンダメンタル地方自治法J(共編著)(平成16年，法律文化社)

『ホームレス研究J(共編)(平成19年，信山社)

著書論文その他多数



追悼

中島健仁教授(享年52歳)が，平成19年 7月18日，療養中の病院で永眠され

ました。本学開設当初より実務家専任教員として，本法科大学院での教育の

基盤形成に携わっていただきました。本論集第 3号にはアメリカの地方公共

団体の実例を取り上げた貴重な研究である「地方公共団体の再建型倒産処理

手続についての一考察」をご寄稿いただきました。ここに，感謝と哀悼の意

を表しますとともに，謹んでご冥福をお祈り申し上げます。(編集委員会)
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